
 

 1 / 3 
 

  

World Trends ／ マクロ経済分析レポート 

   発表日：2022 年 10 月６日（木） 

OPEC プラス､2022 年 11 月からは日量 200 万バレルの協調減産を決定 

 ～現実に供給減に繋がるかは不透明だが米バイデン政権は反発､世界経済の不透明要因も増す懸念～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主席エコノミスト 西濵 徹（℡：03-5221-4522/050-5474-7495） 

（要旨） 

 足下の世界経済は全体として景気減速が警戒されている｡さらに､米 FRB などのタカ派傾斜はマネーフロー

に影響を与えており､世界経済の足を引っ張る悪循環に陥る懸念も高まっている｡コロナ禍対応を目的に主

要産油国の枠組(OPEC プラス)は過去最大の協調減産に動いたが､昨年以降は世界経済の回復に歩を併

せて段階的な減産縮小に動いた｡ウクライナ情勢の悪化後の原油価格の上振れを受けて米国などは増産

を要請してきたが､世界経済の減速に伴い原油価格は調整の動きを強めており､OPEC プラス内では減産

に向けて思惑が一致し､5 日の閣僚協議で 11 月からは日量 200 万バレルの協調減産を決定した｡なお､8

月時点のOPEC プラスの産油量は目標に対して日量約 360 万バレル未達であり､今回の決定が現実的な

供給減となるかは不透明である｡他方､米バイデン政権は中間選挙前のタイミングも重なり反発を強めてお

り､原油高による世界的なインフレが世界経済の不透明要因を増す可能性も高まっていると判断出来る｡ 

 

足下の世界経済を巡っては、中国の『ゼロ・コロナ』戦略への拘泥が中国経済のみならず、サプライ

チェーンの混乱を通じて世界経済の足を引っ張っているほか、商品高による世界的なインフレを受けて

米ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）など主要国中銀はタカ派傾斜を強めており、欧米など主要国の景気も

頭打ちするなど全体的に景気減速が警戒されている。さらに、米ＦＲＢなど主要国中銀のタカ派傾斜の

動きは国際金融市場におけるマネーフロー

に影響を与えており、米ドル高の動きを反

映して多くの国で資金流出の動きが強ま

り、なかでも経済のファンダメンタルズ（基

礎的条件）の脆弱な新興国に資金流出が集

中する動きもみられる（注１）。こうした状

況も世界経済の足かせになるとみられるな

か、国際金融市場においては世界経済の減

速懸念を嫌気したリスク回避の動きも広が

りをみせるなど、そうした動きが世界経済

の足をさらに引っ張る悪循環に陥る可能性

も高まっている。一昨年来のコロナ禍による世界経済の減速に対応して過去最大規模の協調減産に動い

たロシアを含む主要産油国（ＯＰＥＣプラス）は、その後の世界経済の底入れに歩を併せる形で昨年以

                                                   

注１ ９月 27日付レポート「新興国が通貨危機に陥る懸念は高まっているか？」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/205405.html） 

図 1 グローバル総合 PMI(製造業･サービス業)の推移 

 

（出所）S&P グローバルより第一生命経済研究所作成 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/205405.html
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降は段階的に協調減産の縮小に動いてきた。なお、当初の計画において協調減産は９月末で実質的に終

了するとされたものの、世界経済の回復が進む一方で年明け以降はウクライナ情勢の悪化を受けた欧米

などの対ロ経済制裁強化による供給懸念が意識されて国際原油価格は上振れした。よって、米国をはじ

めとする主要原油消費国は戦略原油備蓄を放出するとともに、米国はＯＰＥＣプラスの一員であるサウ

ジアラビアやＵＡＥ（アラブ首長国連邦）に対して増産を求めるなど『圧力』を強める動きをみせた。

他方、ＯＰＥＣプラスは全会一致を原則としており、コロナ禍を経てＯＰＥＣプラスの国々はロシアを

含む枠組強化を通じて価格安定に動いたためにロシアの意向を無視することが出来ない一方、中東諸国

の間には米国の対中東戦略に対する不信感が高まっている上、ここ数年の世界的な『脱炭素』の潮流を

受けて増産投資が無駄撃ちとなる可能性も警戒されるなかで両国は米国の圧力に対して態度を明確に

しなかった（注２）。ただし、その後も戦略備蓄の放出や米国などでのシェールオイル増産にも拘らず、

ロシア産原油の供給減やアフリカ諸国の生産低迷に加え、ウクライナ情勢の悪化を受けた欧米のロシア

産原油の輸入縮小やロシア産原油価格への上限設定なども重なり、世界的な需給はひっ迫感が強まり国

際原油価格は一段と上振れした。これを受けて、ＯＰＥＣプラスは９月末の協調減産終了を前提としつ

つ、９月の協調減産縮小分を７月及び８月に均等に上乗せして実質的な増産とする決定を行い、ＯＰＥ

Ｃプラスに増産を求める米国、枠組を重視するロシアの双方の顔を立てる対応をみせた（注３）。しか

し、その後も国際原油価格は一段と上振れしたため、米国のバイデン大統領は７月の中東歴訪に際して

サウジのムハンマド皇太子（現首相）と初めての会談に臨み、同皇太子の関与が疑われるトルコでのサ

ウジ人記者殺害事件を契機に悪化した関係の修復に動くとともに、湾岸協力会議（ＧＣＣ）の拡大首脳

会議に出席して増産を要請した。これを受

けて、ＯＰＥＣプラスは９月の産油量を日

量 10 万バレルと小幅に追加増産するなど

米国の要求に対して『気持ちばかり』の対

応をみせる一方（注４）、その後は国際原油

価格が一転調整の動きを強めたため、10 月

の産油量は日量 10 万バレルの小幅減産で

合意するなど９月の小幅増産を『帳消し』

にする対応をみせた（注５）。なお、ＯＰＥ

Ｃプラスはさらなる価格下落に際しては緊

急会合の開催に含みを持たせたものの、上

                                                   

注２ ３月 14日付レポート「ＯＰＥＣプラスは米国の増産要請に応えるだろうか」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/183918.html） 

注３ ６月３日付レポート「ＯＰＥＣプラス、米国・ロシア双方の「顔を立てる」」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/189244.html） 

注４ ８月４日付レポート「ＯＰＥＣプラス、2022 年９月は日量 10万バレルの「小幅増産」で合意」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/200455.html） 

注５ ９月６日付レポート「ＯＰＥＣプラス、2022 年 10 月は前月の「気持ち」の取り返しを決定」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/202864.html） 

図 2 国際原油価格(WTI)の推移 

 

（出所）S&P グローバルより第一生命経済研究所作成 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/183918.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/189244.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/200455.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/202864.html
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述のように世界経済を巡る不透明感が強まるなかで国際原油価格は調整の動きを強めたため、11 月の産

油量を協議する閣僚会合前には大幅減産に動くとの見方が強まった。なお、閣僚会合前に開かれるＪＴ

Ｃ（合同専門委員会）は直前に突如開催が中止されるなどドタバタ劇もみられたが、５日に開催された

閣僚会合では11月からの産油量についてＯＰＥＣプラス全体として世界需要の２％に相当する日量200

万バレルの減産で合意した。なお、会合後に公表した声明では、ＯＰＥＣプラスの枠組を 2023 年末まで

延長した上で、今後は閣僚会合の前提となるＪＭＭＣ（合同閣僚監視委員会）の実施頻度を２ヶ月に１

度、閣僚会合もＯＰＥＣ（石油輸出国機構）の定期会合に併せて６ヶ月に一度に変更する一方、必要に

応じて臨時会合を開催するとして機動性を高める方針を明らかにした。また、この決定に伴い次回の閣

僚会合は 12 月４日に開催するとしている。今回ＯＰＥＣプラスが一転大幅減産に動いた背景には、こ

のところの急激な原油価格の調整を受けてＯＰＥＣ枠内の主要産油国にとって財政均衡水準を一時下

回る事態となり（１バレル当たりサウジは 79.2 ドル、ＵＡＥは 76.1 ドル、イラクは 75.9 ドル）、原油

価格の上振れを前提にした歳出増計画の当てが外れたことも影響している。さらに、ここ数年ロシアで

は財政均衡水準が低下したものの、ウクライナ侵攻による軍事費増大に加えて、欧米などの禁輸措置を

受けて中国やインドなど新興国向けに国際価格から一定程度の割引価格での売り渡しを余儀なくされ

ており（注６）、財政均衡水準が１バレル＝80 ドル程度に上昇しているとの見方も出ている。したがっ

て、ＯＰＥＣプラス全体としては前回の閣僚会合時点から一段と『価格維持』が急務になっていたと捉

えられる。ただし、今回は 11 月以降の産油量について日量 200 万バレルの減産を決定したものの、８

月時点でＯＰＥＣプラス全体の産油量は目標に対して日量約360万バレル未達となるなど減産を上回っ

ていることを勘案すれば、現実的には供給の動きが大きく変化する可能性は低いと見込まれる。一方、

今回の決定を受けて上述のようにサウジやＵＡＥに対して増産を求めてきた米国は「ＯＰＥＣプラスの

短絡的な決定に失望している」との声明を発表するなど反発しており、仮に原油価格の上振れによりガ

ソリン価格が上昇すれば、来月に中間選挙を控えるバイデン政権にとり痛手となる可能性も高まる。た

だし、米国内のシェール企業の間では増産に後ろ向きの模様とされるなか、バイデン政権が戦略備蓄の

追加放出に動くとともに、石油生産輸出カルテル禁止（ＮＯＰＥＣ）法案の支持が拡大するなど、ＯＰ

ＥＣプラスと欧米との距離が急速に広がる可能性も考えられる。原油高による世界的なインフレを受け

た米ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）など主要国中銀のタカ派傾斜は新興国経済に打撃を与える動きもみ

られるなか（注７）、世界経済にとって不透明要因が増す懸念も高まるであろう。 

以 上 

                                                   

注６ ９月 12日付レポート「ウクライナ侵攻開始から半年強を経てロシア経済はどうなっているか」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/203034.html） 

注７ ８月 30日付レポート「ＦＲＢパウエル議長の言う「何らかの痛み」は新興国にどう影響する？」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/202681.html） 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/203034.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/202681.html

